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第1章　研究の背景と目的

1－1　研究の背景

　近年、欧米を中心としたいわゆる先進工業国において、都市交通の担い手としての自転

車が注目されている。

　自動車の機動性が都市交通の渋滞問題と駐車問題によって阻まれ、自動車と都市との対

立が鮮明になればなるほど、都市における短距離交通手段としての自転車の機動性と利便

性が見直されている。特にヨーロッパの都市中心部では、商業地区への自動車の乗り入れ

を規制し、公共交通機関や自転車によって安心して通行できる「交通セルシステム」や「ト

ランジットモール」等が作られ、快適な環境空間が形成されている。

　また、地球的規模で解決を迫られている炭酸ガスの削減と希少となった化石燃料に対応

するためにも、自動車利用の抑制が多くの国で重要な課題として認識されつつある。

　したがって、単に工業先進国のみならず、今後さらに都市への人口集中化が予測される

諸国において、都市交通を自動車という交通手段に専ら依存するならば、以上のような問

題がさらに深刻化することは明らかである。

　この．ように自転車が欧米において注目されつつあるのは、単に短距離交通手段としての

利便性、交通渋滞に対する一時的対策手法として着眼されているのではない。都市集中化

の進行において十分に機能しなくなった都市交通に対して、大気汚染と渋滞を回避しなが

ら、いかに機動性と利便性を回復させるか、交通システムの改善を求められているといっ

ても過言ではないだろう。そして、そのような交通システムの必要不可欠の要素として自

転車が見直されているのである。

　ところで、わが国においては、自転車問題の中核は1970年代から深刻化した放置自転車

対策として論じられることが多かった。1980年代になって、放置自転車に対する対策は、

いわゆる自転車法の整備という法制度上の基盤を持つに至った。また、歩行者交通の安全

と優先が求められ、コミュニティ道路や歩行者天国など歩行者優先対策も実施されてきた。

しかし、これらの施策は断片的、一時的なものが多く、必ずしも広域的な範囲で快適な生

活空間を実現しているとは言えない状況である。その要因の一端は「自転車を都市交通シ

ステムの中にどのように位置付けていくのか」（D、いかにして「生活と交通の質を高めて

いくのか」（2）といった政策的な論議がまだ充分ではないからではないだろうか。よく言わ

れるように、わが国においては、大部分の道路で歩行者と混在した交通運用となっており、

歩行者ばかりでなく、自転車にとっても安全快適な道路空間ではなく、自転車利用を増加

させる環境が形成されていない。また、1990年代になって、環境庁が中心となって環境負

荷の軽減や「自然との共生及びアメニティの創出を図った都市環境計画」（3）の実現を図り、

エコシティ（環境共生都市）を整備する必要性が叫ばれるようになったが、国や自治体の

施策としても環境や省エネルギーの観点から自転車利用の促進を図る具体的な交通政策は

ほとんど有していない状況である。
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　本研究は・わが国の都市においてなぜヨーロッパの都市に見られるような優れた歩行者

専用地区が実現されないのかという観点から、歩行者・自転車にとって安全、快適な交通

環境を実現するための障害は何であるか、それを解決する手がかりとプロセスはいかにし

たらよいかを明らかにすることを目的としている。

1－2　研究の方法

　本調査研究では、以下に示した各項目のように、現状の自転車に関する政策と自転車利

用の問題点と安全性、自転車利用者の意識を分析するとともに、実際の都市地区を対象に

交通環境改善対策作成のケーススタディを実施することにより、歩行者、自転車交通に対

する環境改善のための具体的な交通施設の手がかりを探るこ、ととした。

1。資料調査＝各国の自転車に対する交通政策

　平成10年度調査研究「歩行者自転車優先地区の計画」において、オランダ、イギリス、

ドイッ、アメリカの諸国の自転車政策を比較検討したが、交通政策において大きな変化

が見られる項目についてまとめた。

2．意識調査：自治体担当者の意識

　全国500の自治体に対してアンケート調査表を配布・回収し、自動車・自転車の利用

　状況・各自治体における自転車問題対策実態、現状の問題点などについて調査を行った。

3．判例の検討＝自転車と法制度

　平成10年度調査研究「歩行者自転車優先地区の計画」において自転車加害事故の判例

を収集整理した。今年度はこれらをもとに自転車の法制度上の位置づけについて考察を

加えた。

4・聴き取り・質問紙調査：交通環境改善計画のフィージビリティスタディ

　武蔵野市の吉祥寺駅前商業地区及び沼津市を対象として、自転車交通の交通管理方策

に関するフィージビリティスタディを実施した。本報告書に掲載するのは、このうち吉

祥寺駅前商店街の事例である。上記1～4の検討内容をもとに、自転車利用空問と管理

制度の再構築の具体的な計画案を策定し、吉祥寺駅周辺交通問題協議会メンバー、地域

住民を対象に改善計画案提示・説明を行い、計画案に対する意見を聴取・質問紙回収す

ることにより、自転車にとって安全・快適な交通の実現の障壁となっている問題は何か

を調査した。

【参考文献】

（1）山川仁『自転車交通の役割と可能性』p．1

　　木監修、地球科学研究会、1998年

（2）同上

（3）「環境政策大綱」、建設省、1996年

、「自転車の役割とマネジメント」岡並
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第2章　自転車に対する交通政策の実態

　自転車交通に関する各国の基本政策や具体的な施策は、交通や道路の状況、自然条件、

社会的な環境を反映して、自動車の交通政策以上に国によって大きく異なっている。交通

が環境に及ぼす影響は大きいので、近年は地球温暖化への対策として、交通分野での政策

的対応が必要となり、特に自動車交通政策において、考え方の根本的変化が求められてい

る。

　自転車の交通政策についても、近年大きな変化が見られる。これまでの各国の自転車政

策については・すでに昨年度の報告書において、比較検討を行った（国際交通安全学会「歩

行者自転車優先地区の計画」、平成10年）。ここでは、昨年度調査では取上げなかった国を

多少追加するとともに、わずかな期間しかたっていないが、昨年対象とした国において新

たに打ち出された政策や主要な報告等についてまとめた。

2－1　諸外国の自転車交通政策

1〉オーストラリア

　広大な国土を有し、自動車の普及率はアメリカ、カナダについで高いが、自転車の所有

は2・1人に1台の割合で上記の2国より多い。自転車は全トリップの約2％を占める程度

であるが、自転車利用の延べ距離は通勤等の日常的利用を中心に毎年10％程度増加してい

る。

　連邦政府は、持続的発展をはかるための国家戦略を策定し、自転車に関連しては、1．

自転車が交通システムの中で果たしている役割が増大しているので、自転車を重視しその

利用を促進する、2，特に自転車とバスを結合した利用形態の普及、3．国家自転車戦略

（NatiQnal　Bicycle　Strategy／1992年）の作成を進めた。

　　「国家自転車戦略」においては、以下の点を重視している。

・都市の郊外拡散が自転車利用を抑制しているので、長いトリップの交通需要を少なくす

　るような土地利用形態が必要

　自転車利用を促進することによって事故が増加してはならないので、自転車利用者やド

　ライバーの教育、交通法規と自転車道路等の改善が重要

2）カナダ

　カナダは広大な連邦国家であり、自動車保有率はアメリカに次いで世界第2位と高い。

自転車の保有や利用は、ともにヨーロッパや日本よりずっと低く、アメリカと変わらない。

国家レベルの自転車交通政策というものはないが、環境政策の一環として自転車交通が取

上げられている。

　1990年に長期的な環境政策として「グリーン・プラン」が策定され、その中で「アクテ

ィヴ・リビング」の考え方が示された。そこでは重要な点として、

1．自動車から自転車・徒歩への転換をはかる

2．人口密度の高い、商業と住宅が混合したまちづくりを進める
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があげられている。

　アクティヴ・リビングを推進する場合に、今後の交通システムについては、環境負荷が

小さく持続可能な交通手段である歩行と自転車が重要な役割を果たすこと、また都市の郊

外拡散を抑えることにより、効率的な交通と土地利用を目指すべきであり、そのために歩

行と自転車が有効であるとしている。

3）イギリスの近況

　イギリスについては、昨年度の報告書では、国家自転車戦略（National　CyclingStrategy／

1996年）まで取上げることができた。その後政権の座についた労働党のブレア内閣は、昨

年7月新しい交通政策を発表した。

■「交通の将来に関する政府白書：より良き交通のためのニューディール／環境・交通・地

方省、1998年7月20日」（The　Gover㎜ent’s　White　Paper　on　the　Future　of　Transport，

ANewDea【forTransport：BetterforEveryone／DETR，Julyl998）

　担当大臣のプレスコットは、白書の序文の中で次のように述べている。

　「…公共交通手段が改善されれば、より多くの人が利用するようになろう。しかし自家

用車は、多くの人々のモビリティにとって重要であり続けるし、保有者数も増加を続ける

であろう。我々は自動車利用者にもベターライフを提供したいと思う。しかし優先すべき

ことは、道路の新設ではなく既存道路の保守であり、また信頼性を高めるために道路網の

維持管理を改善することである。」

　　「我々は、国民に自家用車の利用を少し抑え、他方公共交通を少し多めに利用するよう

に説得しながら、いかにして渋滞や公害と闘うかについて難しい選択を迫られた。そして

より良い交通のために、資金を捻出するアイディアに富む新しい方法を打出した。これが

『交通のためのニューディール』であり、わが国が望んでいるものである。」

　　「この白書は、交通に最大限の優先度を置いている政府の方針を反映している…」

ここで述べている資金を得る新しい方法としては、L都心部乗り入れ賦課金、2．高速道路

等の有料化、3．企業が従業員に提供する駐車場への課税、などがあげられている。そして

これらの資金を、公共交通機関や歩道、自転車道の整備に当てようとしている。このよう

に、今回出された新しい交通政策は、イギリスの交通社会を大きく変える可能性があり、

注目に値する。

　この白書の第3章（lntegratedTransport〉のなかで、「もっと容易な自転車利用」と題

して、自転車交通についての政策が述べられている。上述の「国家自転車戦略」（1996年〉

の方針と目標値（1996年の自転車トリップに比べ、2002年にはその2倍、2012年には4

倍）を受け継ぐこと、その実行のためにナショナル・サイクリング・フォーラムなる組織

を設立したこと、さらに自転車利用をより安全で便利にするように、施設（交差部、公共

交通機関との接続等）について調査を実施し、道路空間の配分方法を改善することをあげ

ている。

　また自治体に対して、
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　　　その地域の交通計画の一部として、自転車利用計画を立てる。

　　・既存の道路スペースを、自転車走行空間整備にあてる。

　　　自治体の都市計画権限を自転車利用促進のために行使する。

　など8項目を示している。

■グリーン通勤交通推進策（1999年4月）

　自転車利用促進を税制面からもバックアップする施策である。「グリーン」な交通手段、

すなわち環境への負荷の小さな交通手段（ここでは自転車〉により通勤する従業員に対す

る非課税の自転車通勤手当の導入。また職場の駐輪場を無料で利用する場合に、これを一

種の所得と見なして利用する従業員に課税することもしない。

　イギリスでは、1995年の自転車利用は、25年前に比べ台キロでは約1／6、断面交通

量では実に1／37まで低下してしまった。自転車利用を再び増やすには、多面的な対策が

必要との認識が、新政権にはあると思われる。

4）アメリカ

　昨年度の報告書では、「総合陸上交通効率化法」（ISTEA／1991年）、および「自転車・徒

歩研究」（1994年）における自転車交通政策について紹介した。すなわち自転車利用の割合が

非常に低いアメリカでは、近年環境負荷の軽減、エネルギ節減及びバランスのとれた交通

システムの実現を目指すなかで、自転車交通政策が展開されていることについてである。

　その後、昨年6月に以下のような法律が成立した。

■「21世紀のための交通衡平法」（The　Transportation　Equity　Act　for21st　Century；

略称＝TEA－21／1998年6月）

　TEA－21は、「総合陸上交通効率化法」（ISTEA）のいわば改訂版として作られた、すべて

の陸上交通に係る最新の法律である。交通量が記録的に増加しているアメリカにおいて、

交通安全を推進し、コミュニティの連帯や自然環境を保護し、効率的かつ柔軟な、自動車

交通だけではないバランスのとれた交通体系の実現によって、最終的にはアメリカ経済の

成長及び国際競争力の向上を図ることを目的としている。

　自転車、歩行者交通については、陸上交通システムの主流に合流させようとする姿勢が

見られる。また自転車、歩行者交通の日常の安全性、実用性を改善するプロジェクトヘの

自治体による投資を、補助金体系の新設等を通して容易にしているのが特徴である。

　ISTEAを引き継いだこの法律は、

L　もっと歩きやすく、自転車にやさしいコミュニティーの創出に必要な財源調達、計画

　作成、具体的施策を示している。また、

2．　自転車レーン等の自転車走行空間、駐輪施設の新設、・改築について規定している。

　1998年から2003年までの6年間、陸上交通のために連邦政府予算を確保するこのTEA－21

の総予算規模は、2，180億ドルである。そのうち自転車、歩行者関連プロジェクトには、

最低でも20億ドル（＠120円、2400億円）が確保されており、過去6年問実施した前記ISTEA

の50％増となっている。これは過去40年間の連邦予算における、自転車関連総支出の2
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倍に相当する額とも言われている。

　自転車交通に関連する部分については、

　L　基本的な考え方として、すべての交通施設の新設や改修において、自転車走行空間

　　が適切な場所に整備されなければならない。

　2．計画策定に関して、自治体や州は交通計画のなかで自転車・歩行者交通を考慮し、

　　施設整備や管理において、自転車歩行者への配慮をしなければならない。

　3．プロジェクトとして、自転車安全教育プログラムの開発と普及

　4．および自転車通勤に対する補助金の導入と自転車関連データベースの創設

がおもなものである。

5）オランダ

　この国は、「持続可能な社会」の実現を目指した交通政策をかかげ、その一環として「自

転車マスタープラン」（1992年）を策定した。マスタープランに基づいて実施された調査研

究や整備事業に関して、1998年に総括的な報告書が作られた。対象期間は1990年から1997

年の8年問で、実質的にマスタープランの中に組み込まれたそれ以前の2年間の事業等を含

めている。

□「自転車マスタープランに関する報告書」（交通・公共事業省／1998年〉

　政府は8年間に、112件の調査研究（約20億円）及び700以上の地域におけるインフ

ラ整備事業（約160億円）に助成金を支出した。調査研究への助成の2／3は、自動車か

ら自転車利用への転換促進にかかわるものであった。また、インフラヘの助成の約62％が

自転車レーン等の走行空間整備にあてられた。

　自動車利用の伸びを少なくして自転車利用への転換をはかるには、一方では自転車レー

ン整備等の自転車交通促進策（A）、他方では自動車の都心流入規制等の自動車交通抑制策

（B）の組合せが有効と考えられる。調査対象となった都市では、1990年に比べ1997年

には、A・Bともに強化された都市が多い。また小都市よりも中・大都市でこの傾向が強

くなっている。

　マスタープランにおける目標値は、交通手段別の年間人キロ（延べ移動距離）について、

1986年を100とすると・目標年次の2010年において自転車は130、自動車（ドライバー）

は135である（自動車はこれまでのトレンドが続くと170と70％増になるのを、総合的な

自動車の抑制策によって半分の35％増すなわち指数で135を目標値とした〉。1995年時点

では、自転車交通は111まで増加したが、自動車は124とそれを上回って増えている。

　自転車事故による死者数は1986年から1995年までに、14％減少した（1995年の目標は

15％減、2010年は50％減）。重傷者数も27％（目標10％、同40％）減少した。このよう

に、自転車マスタープランにより、自転車交通の安全性は向上したものの、自動車利用の

伸びを少なくするという点では、はっきりとした効果は見られない。

　なお、各国の自転車交通政策の特徴について、表2－1にまとめて示す。
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2－2　日本の自転車交通政策

　前述のように、欧米諸国特にアメリカとイギリスにおいて、この1年のうちに自転車

交通政策に大きな変化が生じた。日本においても、地球温暖化対策の推進に関連するな

かで、国レベルでの検討が行われるようになった。

　　日本の自転車保有台数は7，200万台で、近年はほぽ横ばい状態にある。生産台数は1990

年以降減少傾向にあり、近年は年間約600万台であるものの、生産台数の約半分に達す

る輸入台数があり、輸入が増加しつつある。毎年の自転車利用状況に関する全国的な統

計は取られていないが、鉄道駅周辺に集中する自転車駐車台数は、なお増加傾向にある。

　従来わが国において、明確なかたちでの自転車交通政策が存在しなかったことは、昨

年度報告書においても示されているが、その後自転車利用促進を基本的な方向とした上

での調査などがおこなわれるようになった。

1）近年の論議の特徴

　　第1に、環境への関心、特に地球温暖化対策の一環としての「自転車利用の促進」の

　観点からの論議が多いことが特徴である。政府は「地球温暖化対策推進大綱」（1998年

　6月〉を作るにあたって、「ライフスタイルの見直し」という観点から各省庁にかかわ

　る施策を整理した。そのひとつとして、「自転車の安全かつ適正な利用の促進に向けた

　環境整備」をあげている。とはいえ、交通システム全体における自転車の役割と可能性

　についての十分な検討の結果というより、二酸化炭素の発生量は確実に少ない交通手段

　が自転車であるから、交通面での温暖化対策として適当という判断があったように思わ

　れる。

　　第2に、これまで鉄道駅周辺の放置自転車問題として、マイナス面に関する論議が多

　かった自転車であるが、プラス面が注目された結果それを発揮するために必要な走行環

　境の改善が論議されるようになったこと。

　　第3に、しかし放置問題は今なお解決に至らず、自転車駐車施設の整備主体や負担の

　ありかたについての論議が継続されていること、である。、

2）「自転車の安全かつ適正な利用の促進に関する調査」（総務庁／1999年～）

　　地球環境問題への対応のために自転車の利用促進を図る、というのが本調査の基本的

　な考え方である。ただし無制限の促進ではなく、「安全かつ適正な」という枠を設定し

　ている。問題はこの枠の内容であろう。

　　調査の3つの目標は、L自転車利用者の利便性の向上、2．安全性の確保、及び3．自

　転車利用に伴う社会的費用の適正分担の検討である。これらに関わるものとして、物的

　な施設の整備、レンタサイクルなど自転車利用促進のための新たなシステム、安全な利

　用促進にかかわるルール、あるいは放置自転車対策に係る費用負担など、19項目をあ

　げて基礎的な検討を行っているが、結論には至っていない。

3）「自転車利用促進のための環境整備に関する調査」（建設省／1999年4月）

　　ここでは、「…自転車は日常的な交通手段として二一ズが高い。…環境への負荷の低
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平成10年度研究調査報告書　　　　実現可能なエコシティヘの道一都市空間の使い方と地区交通管理計画への提言一報告書平成11年3月　　　　財団法人国際交通安全学会1魏脚伽α碗SSO伽加ヴ％顔厩π45ゆり75伽6θS委員会構成員名簿委員長片倉正彦（東京都立大学大学院工学研究科教授）委員尾形隆彰（千葉大学文学部教授）佐野　　充（目本大学文理学部教授）詫間晋平（東京学芸大学教育学部教授）松村良之（北海道大学法学部教授）山川　仁（東京都立大学工学部助教授）研究協力者小林　晃（目本能率協会総合研究所交通施設計画室室長）事務局柿沼　徹（国際交通安全学会事務局）　　　　執筆分担　　　　　　i第1章＿。．．．＿，片倉　　i第2章．＿＿＿＿，山川　　i第3章．，．．．．．．．．．．．．尾形　　　i第4章＿＿＿＿，，松村　　　i第5章，．．．．，，。．．．．．．片倉　　　1第6章。＿＿，．．．．。．片倉　　i補説．．．．，．，．．．．．．．。．詫間　　　i目　次第1章研究の背景と目的1−1．研究の背景，＿．＿．1−2．研究の方法．＿，，＿第2章自転車交通政策の実態2−1．諸外国の自転車交通政策、．2−2．目本の自転車交通政策＿．．第3章自転車問題に関する自治体担当者の意識一アンケート調査の概要一3−1．研究の目的と意図＿，．．＿，＿，．，＿．＿．．3−2．調査の対象と方法、回収率．．＿．．．＿，．3−3．結果の概要＿．＿．＿．＿，＿．．．，，＿，．．．．．3−4。まとめに代えて＿、＿。．＿．＿＿．，＿．．．第4章歩行者・自転車空間の安全性と快適性4−1．研究の背景＿，＿，．．．＿一．＿，＿。＿，．＿，＿，＿。．＿＿＿＿。，．4−2、道路交通法における自転車の位置づけ＿、＿，．，．＿，＿．．．，＿．．．．．．4−3．放置自転車をめぐる法的間題＿，．＿，．＿＿．＿．＿．＿。．，＿．．．．．．．4−4，自転車の所有意識＿．，＿。＿。＿．．＿一．＿．＿、．，＿＿，＿，＿，．，＿。．4−5．交通事故における自転車事故の問題＿，＿，＿．＿．，．．＿，＿。．．＿4−6．自立的な自転車交通と秩序形成とそのトリガーとしての法秩序．．第5章交通環境改善計画のケーススタディ　　　ー吉祥寺周辺商業中心地区1街路の再構成と交通管理一5−1，調査の目的．．．．．＿，＿、＿．．．＿』．．＿，．＿．＿一＿．＿．＿，．＿5−2．調査の方法．，＿．＿曾＿．＿．．，＿一＿＿¶＿一＿、，＿．．＿壁5−3．調査結果．，，．，＿．．＿，，，＿，＿，．＿．．．◆＿，．．＿．，＿。＿．＿、第6章調査研究結果と交通政策への提言6−1．調査研究結果のまとめ．．．＿＿，＿6−2．交通政策への提言＿，＿．．＿，＿，．．襯付録（質問票及び単純集計結果）．．1．2．3．7，11．11，12．31，33．33．．34，36．37．38．44．，44．．47．55．，56第1章　研究の背景と目的1−1　研究の背景　近年、欧米を中心としたいわゆる先進工業国において、都市交通の担い手としての自転車が注目されている。　自動車の機動性が都市交通の渋滞問題と駐車問題によって阻まれ、自動車と都市との対立が鮮明になればなるほど、都市における短距離交通手段としての自転車の機動性と利便性が見直されている。特にヨーロッパの都市中心部では、商業地区への自動車の乗り入れを規制し、公共交通機関や自転車によって安心して通行できる「交通セルシステム」や「トランジットモール」等が作られ、快適な環境空間が形成されている。　また、地球的規模で解決を迫られている炭酸ガスの削減と希少となった化石燃料に対応するためにも、自動車利用の抑制が多くの国で重要な課題として認識されつつある。　したがって、単に工業先進国のみならず、今後さらに都市への人口集中化が予測される諸国において、都市交通を自動車という交通手段に専ら依存するならば、以上のような問題がさらに深刻化することは明らかである。　この．ように自転車が欧米において注目されつつあるのは、単に短距離交通手段としての利便性、交通渋滞に対する一時的対策手法として着眼されているのではない。都市集中化の進行において十分に機能しなくなった都市交通に対して、大気汚染と渋滞を回避しながら、いかに機動性と利便性を回復させるか、交通システムの改善を求められているといっても過言ではないだろう。そして、そのような交通システムの必要不可欠の要素として自転車が見直されているのである。　ところで、わが国においては、自転車問題の中核は1970年代から深刻化した放置自転車対策として論じられることが多かった。1980年代になって、放置自転車に対する対策は、いわゆる自転車法の整備という法制度上の基盤を持つに至った。また、歩行者交通の安全と優先が求められ、コミュニティ道路や歩行者天国など歩行者優先対策も実施されてきた。しかし、これらの施策は断片的、一時的なものが多く、必ずしも広域的な範囲で快適な生活空間を実現しているとは言えない状況である。その要因の一端は「自転車を都市交通システムの中にどのように位置付けていくのか」（D、いかにして「生活と交通の質を高めていくのか」（2）といった政策的な論議がまだ充分ではないからではないだろうか。よく言われるように、わが国においては、大部分の道路で歩行者と混在した交通運用となっており、歩行者ばかりでなく、自転車にとっても安全快適な道路空間ではなく、自転車利用を増加させる環境が形成されていない。また、1990年代になって、環境庁が中心となって環境負荷の軽減や「自然との共生及びアメニティの創出を図った都市環境計画」（3）の実現を図り、エコシティ（環境共生都市）を整備する必要性が叫ばれるようになったが、国や自治体の施策としても環境や省エネルギーの観点から自転車利用の促進を図る具体的な交通政策はほとんど有していない状況である。一1一　本研究は・わが国の都市においてなぜヨーロッパの都市に見られるような優れた歩行者専用地区が実現されないのかという観点から、歩行者・自転車にとって安全、快適な交通環境を実現するための障害は何であるか、それを解決する手がかりとプロセスはいかにしたらよいかを明らかにすることを目的としている。1−2　研究の方法　本調査研究では、以下に示した各項目のように、現状の自転車に関する政策と自転車利用の問題点と安全性、自転車利用者の意識を分析するとともに、実際の都市地区を対象に交通環境改善対策作成のケーススタディを実施することにより、歩行者、自転車交通に対する環境改善のための具体的な交通施設の手がかりを探るこ、ととした。1。資料調査＝各国の自転車に対する交通政策　平成10年度調査研究「歩行者自転車優先地区の計画」において、オランダ、イギリス、ドイッ、アメリカの諸国の自転車政策を比較検討したが、交通政策において大きな変化が見られる項目についてまとめた。2．意識調査：自治体担当者の意識　全国500の自治体に対してアンケート調査表を配布・回収し、自動車・自転車の利用　状況・各自治体における自転車問題対策実態、現状の問題点などについて調査を行った。3．判例の検討＝自転車と法制度　平成10年度調査研究「歩行者自転車優先地区の計画」において自転車加害事故の判例を収集整理した。今年度はこれらをもとに自転車の法制度上の位置づけについて考察を加えた。4・聴き取り・質問紙調査：交通環境改善計画のフィージビリティスタディ　武蔵野市の吉祥寺駅前商業地区及び沼津市を対象として、自転車交通の交通管理方策に関するフィージビリティスタディを実施した。本報告書に掲載するのは、このうち吉祥寺駅前商店街の事例である。上記1〜4の検討内容をもとに、自転車利用空問と管理制度の再構築の具体的な計画案を策定し、吉祥寺駅周辺交通問題協議会メンバー、地域住民を対象に改善計画案提示・説明を行い、計画案に対する意見を聴取・質問紙回収することにより、自転車にとって安全・快適な交通の実現の障壁となっている問題は何かを調査した。【参考文献】（1）山川仁『自転車交通の役割と可能性』p．1　　木監修、地球科学研究会、1998年（2）同上（3）「環境政策大綱」、建設省、1996年、「自転車の役割とマネジメント」岡並一2一第2章　自転車に対する交通政策の実態　自転車交通に関する各国の基本政策や具体的な施策は、交通や道路の状況、自然条件、社会的な環境を反映して、自動車の交通政策以上に国によって大きく異なっている。交通が環境に及ぼす影響は大きいので、近年は地球温暖化への対策として、交通分野での政策的対応が必要となり、特に自動車交通政策において、考え方の根本的変化が求められている。　自転車の交通政策についても、近年大きな変化が見られる。これまでの各国の自転車政策については・すでに昨年度の報告書において、比較検討を行った（国際交通安全学会「歩行者自転車優先地区の計画」、平成10年）。ここでは、昨年度調査では取上げなかった国を多少追加するとともに、わずかな期間しかたっていないが、昨年対象とした国において新たに打ち出された政策や主要な報告等についてまとめた。2−1　諸外国の自転車交通政策1〉オーストラリア　広大な国土を有し、自動車の普及率はアメリカ、カナダについで高いが、自転車の所有は2・1人に1台の割合で上記の2国より多い。自転車は全トリップの約2％を占める程度であるが、自転車利用の延べ距離は通勤等の日常的利用を中心に毎年10％程度増加している。　連邦政府は、持続的発展をはかるための国家戦略を策定し、自転車に関連しては、1．自転車が交通システムの中で果たしている役割が増大しているので、自転車を重視しその利用を促進する、2，特に自転車とバスを結合した利用形態の普及、3．国家自転車戦略（NatiQnal　Bicycle　Strategy／1992年）の作成を進めた。　　「国家自転車戦略」においては、以下の点を重視している。・都市の郊外拡散が自転車利用を抑制しているので、長いトリップの交通需要を少なくす　るような土地利用形態が必要　自転車利用を促進することによって事故が増加してはならないので、自転車利用者やド　ライバーの教育、交通法規と自転車道路等の改善が重要2）カナダ　カナダは広大な連邦国家であり、自動車保有率はアメリカに次いで世界第2位と高い。自転車の保有や利用は、ともにヨーロッパや日本よりずっと低く、アメリカと変わらない。国家レベルの自転車交通政策というものはないが、環境政策の一環として自転車交通が取上げられている。　1990年に長期的な環境政策として「グリーン・プラン」が策定され、その中で「アクティヴ・リビング」の考え方が示された。そこでは重要な点として、1．自動車から自転車・徒歩への転換をはかる2．人口密度の高い、商業と住宅が混合したまちづくりを進める一3一があげられている。　アクティヴ・リビングを推進する場合に、今後の交通システムについては、環境負荷が小さく持続可能な交通手段である歩行と自転車が重要な役割を果たすこと、また都市の郊外拡散を抑えることにより、効率的な交通と土地利用を目指すべきであり、そのために歩行と自転車が有効であるとしている。3）イギリスの近況　イギリスについては、昨年度の報告書では、国家自転車戦略（National　CyclingStrategy／1996年）まで取上げることができた。その後政権の座についた労働党のブレア内閣は、昨年7月新しい交通政策を発表した。■「交通の将来に関する政府白書：より良き交通のためのニューディール／環境・交通・地方省、1998年7月20日」（The　Gover�oent’s　White　Paper　on　the　Future　of　Transport，ANewDea【forTransport：BetterforEveryone／DETR，Julyl998）　担当大臣のプレスコットは、白書の序文の中で次のように述べている。　「…公共交通手段が改善されれば、より多くの人が利用するようになろう。しかし自家用車は、多くの人々のモビリティにとって重要であり続けるし、保有者数も増加を続けるであろう。我々は自動車利用者にもベターライフを提供したいと思う。しかし優先すべきことは、道路の新設ではなく既存道路の保守であり、また信頼性を高めるために道路網の維持管理を改善することである。」　　「我々は、国民に自家用車の利用を少し抑え、他方公共交通を少し多めに利用するように説得しながら、いかにして渋滞や公害と闘うかについて難しい選択を迫られた。そしてより良い交通のために、資金を捻出するアイディアに富む新しい方法を打出した。これが『交通のためのニューディール』であり、わが国が望んでいるものである。」　　「この白書は、交通に最大限の優先度を置いている政府の方針を反映している…」ここで述べている資金を得る新しい方法としては、L都心部乗り入れ賦課金、2．高速道路等の有料化、3．企業が従業員に提供する駐車場への課税、などがあげられている。そしてこれらの資金を、公共交通機関や歩道、自転車道の整備に当てようとしている。このように、今回出された新しい交通政策は、イギリスの交通社会を大きく変える可能性があり、注目に値する。　この白書の第3章（lntegratedTransport〉のなかで、「もっと容易な自転車利用」と題して、自転車交通についての政策が述べられている。上述の「国家自転車戦略」（1996年〉の方針と目標値（1996年の自転車トリップに比べ、2002年にはその2倍、2012年には4倍）を受け継ぐこと、その実行のためにナショナル・サイクリング・フォーラムなる組織を設立したこと、さらに自転車利用をより安全で便利にするように、施設（交差部、公共交通機関との接続等）について調査を実施し、道路空間の配分方法を改善することをあげている。　また自治体に対して、一4一　　　その地域の交通計画の一部として、自転車利用計画を立てる。　　・既存の道路スペースを、自転車走行空間整備にあてる。　　　自治体の都市計画権限を自転車利用促進のために行使する。　など8項目を示している。■グリーン通勤交通推進策（1999年4月）　自転車利用促進を税制面からもバックアップする施策である。「グリーン」な交通手段、すなわち環境への負荷の小さな交通手段（ここでは自転車〉により通勤する従業員に対する非課税の自転車通勤手当の導入。また職場の駐輪場を無料で利用する場合に、これを一種の所得と見なして利用する従業員に課税することもしない。　イギリスでは、1995年の自転車利用は、25年前に比べ台キロでは約1／6、断面交通量では実に1／37まで低下してしまった。自転車利用を再び増やすには、多面的な対策が必要との認識が、新政権にはあると思われる。4）アメリカ　昨年度の報告書では、「総合陸上交通効率化法」（ISTEA／1991年）、および「自転車・徒歩研究」（1994年）における自転車交通政策について紹介した。すなわち自転車利用の割合が非常に低いアメリカでは、近年環境負荷の軽減、エネルギ節減及びバランスのとれた交通システムの実現を目指すなかで、自転車交通政策が展開されていることについてである。　その後、昨年6月に以下のような法律が成立した。■「21世紀のための交通衡平法」（The　Transportation　Equity　Act　for21st　Century；略称＝TEA−21／1998年6月）　TEA−21は、「総合陸上交通効率化法」（ISTEA）のいわば改訂版として作られた、すべての陸上交通に係る最新の法律である。交通量が記録的に増加しているアメリカにおいて、交通安全を推進し、コミュニティの連帯や自然環境を保護し、効率的かつ柔軟な、自動車交通だけではないバランスのとれた交通体系の実現によって、最終的にはアメリカ経済の成長及び国際競争力の向上を図ることを目的としている。　自転車、歩行者交通については、陸上交通システムの主流に合流させようとする姿勢が見られる。また自転車、歩行者交通の日常の安全性、実用性を改善するプロジェクトヘの自治体による投資を、補助金体系の新設等を通して容易にしているのが特徴である。　ISTEAを引き継いだこの法律は、L　もっと歩きやすく、自転車にやさしいコミュニティーの創出に必要な財源調達、計画　作成、具体的施策を示している。また、2．　自転車レーン等の自転車走行空間、駐輪施設の新設、・改築について規定している。　1998年から2003年までの6年間、陸上交通のために連邦政府予算を確保するこのTEA−21の総予算規模は、2，180億ドルである。そのうち自転車、歩行者関連プロジェクトには、最低でも20億ドル（＠120円、2400億円）が確保されており、過去6年問実施した前記ISTEAの50％増となっている。これは過去40年間の連邦予算における、自転車関連総支出の2一5一倍に相当する額とも言われている。　自転車交通に関連する部分については、　L　基本的な考え方として、すべての交通施設の新設や改修において、自転車走行空間　　が適切な場所に整備されなければならない。　2．計画策定に関して、自治体や州は交通計画のなかで自転車・歩行者交通を考慮し、　　施設整備や管理において、自転車歩行者への配慮をしなければならない。　3．プロジェクトとして、自転車安全教育プログラムの開発と普及　4．および自転車通勤に対する補助金の導入と自転車関連データベースの創設がおもなものである。5）オランダ　この国は、「持続可能な社会」の実現を目指した交通政策をかかげ、その一環として「自転車マスタープラン」（1992年）を策定した。マスタープランに基づいて実施された調査研究や整備事業に関して、1998年に総括的な報告書が作られた。対象期間は1990年から1997年の8年問で、実質的にマスタープランの中に組み込まれたそれ以前の2年間の事業等を含めている。□「自転車マスタープランに関する報告書」（交通・公共事業省／1998年〉　政府は8年間に、112件の調査研究（約20億円）及び700以上の地域におけるインフラ整備事業（約160億円）に助成金を支出した。調査研究への助成の2／3は、自動車から自転車利用への転換促進にかかわるものであった。また、インフラヘの助成の約62％が自転車レーン等の走行空間整備にあてられた。　自動車利用の伸びを少なくして自転車利用への転換をはかるには、一方では自転車レーン整備等の自転車交通促進策（A）、他方では自動車の都心流入規制等の自動車交通抑制策（B）の組合せが有効と考えられる。調査対象となった都市では、1990年に比べ1997年には、A・Bともに強化された都市が多い。また小都市よりも中・大都市でこの傾向が強くなっている。　マスタープランにおける目標値は、交通手段別の年間人キロ（延べ移動距離）について、1986年を100とすると・目標年次の2010年において自転車は130、自動車（ドライバー）は135である（自動車はこれまでのトレンドが続くと170と70％増になるのを、総合的な自動車の抑制策によって半分の35％増すなわち指数で135を目標値とした〉。1995年時点では、自転車交通は111まで増加したが、自動車は124とそれを上回って増えている。　自転車事故による死者数は1986年から1995年までに、14％減少した（1995年の目標は15％減、2010年は50％減）。重傷者数も27％（目標10％、同40％）減少した。このように、自転車マスタープランにより、自転車交通の安全性は向上したものの、自動車利用の伸びを少なくするという点では、はっきりとした効果は見られない。　なお、各国の自転車交通政策の特徴について、表2−1にまとめて示す。一6一2−2　日本の自転車交通政策　前述のように、欧米諸国特にアメリカとイギリスにおいて、この1年のうちに自転車交通政策に大きな変化が生じた。日本においても、地球温暖化対策の推進に関連するなかで、国レベルでの検討が行われるようになった。　　日本の自転車保有台数は7，200万台で、近年はほぽ横ばい状態にある。生産台数は1990年以降減少傾向にあり、近年は年間約600万台であるものの、生産台数の約半分に達する輸入台数があり、輸入が増加しつつある。毎年の自転車利用状況に関する全国的な統計は取られていないが、鉄道駅周辺に集中する自転車駐車台数は、なお増加傾向にある。　従来わが国において、明確なかたちでの自転車交通政策が存在しなかったことは、昨年度報告書においても示されているが、その後自転車利用促進を基本的な方向とした上での調査などがおこなわれるようになった。1）近年の論議の特徴　　第1に、環境への関心、特に地球温暖化対策の一環としての「自転車利用の促進」の　観点からの論議が多いことが特徴である。政府は「地球温暖化対策推進大綱」（1998年　6月〉を作るにあたって、「ライフスタイルの見直し」という観点から各省庁にかかわ　る施策を整理した。そのひとつとして、「自転車の安全かつ適正な利用の促進に向けた　環境整備」をあげている。とはいえ、交通システム全体における自転車の役割と可能性　についての十分な検討の結果というより、二酸化炭素の発生量は確実に少ない交通手段　が自転車であるから、交通面での温暖化対策として適当という判断があったように思わ　れる。　　第2に、これまで鉄道駅周辺の放置自転車問題として、マイナス面に関する論議が多　かった自転車であるが、プラス面が注目された結果それを発揮するために必要な走行環　境の改善が論議されるようになったこと。　　第3に、しかし放置問題は今なお解決に至らず、自転車駐車施設の整備主体や負担の　ありかたについての論議が継続されていること、である。、2）「自転車の安全かつ適正な利用の促進に関する調査」（総務庁／1999年〜）　　地球環境問題への対応のために自転車の利用促進を図る、というのが本調査の基本的　な考え方である。ただし無制限の促進ではなく、「安全かつ適正な」という枠を設定し　ている。問題はこの枠の内容であろう。　　調査の3つの目標は、L自転車利用者の利便性の向上、2．安全性の確保、及び3．自　転車利用に伴う社会的費用の適正分担の検討である。これらに関わるものとして、物的　な施設の整備、レンタサイクルなど自転車利用促進のための新たなシステム、安全な利　用促進にかかわるルール、あるいは放置自転車対策に係る費用負担など、19項目をあ　げて基礎的な検討を行っているが、結論には至っていない。3）「自転車利用促進のための環境整備に関する調査」（建設省／1999年4月）　　ここでは、「…自転車は日常的な交通手段として二一ズが高い。…環境への負荷の低一7一

